
   

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                              
 
  
 
 
                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                      
 

� オリンピックに参加する非居住者の課税の特例                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                      
Ｑ：平成31年の税制改正では、オリンピッ

クに参加する非居住者等の課税の特例が創設

されるとか、どのようなものなのですか？                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                       

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                           

Ａ：次のようなものです。 

【解説】  

平成31年の税制改正では、オリンピックに

参加する非居住者等の課税の特例が創設され

ます。概要は、次のとおりです。 

①平成32年に開催される東京オリンピック又

はパラリンピック(大会)に参加する選手であ

る非居住者の一定の給与等及び報奨金等並び

に大会に参加する選手団に属する非居住者及

び審判員である非居住者その他大会の円滑な

運営に関する一定の業務(大会関連業務)を行

う非居住者の一定の給与等については所得税

を課さない。 

②大会を主催する外国法人、大会の放送に係

る映像の制作等を行う外国法人、大会の放送

に関する権利を有する外国法人、大会の競技

に係る計測等又は結果の集計を行う外国法人

その他の大会関連業務を行う外国法人が支払

いを受ける一定の使用料及びその一定の恒久

的施設帰属所得については、それぞれ、所得税

及び法人税を課さない。 

③上記②の外国法人の法人税の課税対象とさ

れる国内源泉所得に係る所得の金額の全部に

つき法人税が非課税とされる場合に確定申告

書等の提出を不要とする等の措置を講ずる。 
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